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１.当四半期決算に関する定性的情報

(1)連結経営成績に関する定性的情報

 当第１四半期連結累計期間における連結経営成績につきましては、経常収益は、金融派生商品収益

の増加によるその他業務収益の増加などにより、前第１四半期連結累計期間比13億42百万円増加して

242億65百万円となりました。 

 また経常費用は、国債等債券売却損の増加によるその他業務費用の増加などにより、前第１四半期

連結累計期間比33億95百万円増加して167億52百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前第１四半期連結累計期間比20億53百万円減少して75億13百万円となり、

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第１四半期連結累計期間比12億１百万円減少して49億91百

万円となりました。 

(2)連結財政状態に関する定性的情報

 当第１四半期の財政状態につきましては、総資産は、現金預け金の増加などにより、前連結会計年

度末比70億円増加して４兆7,267億円となりました。また負債は、譲渡性預金の増加などにより、前連

結会計年度末比125億円増加して４兆4,502億円となりました。 

なお純資産は、前連結会計年度末比55億円減少して2,765億円となりました。 

(3)連結業績予想に関する定性的情報

平成29年３月期の第２四半期（累計）の業績予想につきましては、以下のとおり修正いたします。

なお、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益が、修正後の業績予想を上

回っておりますが、今後の有価証券関係損益を保守的に見積もっているためです。 

また、詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」に記載しております。 

平成29年３月期第２四半期（累計）連結業績予想 

経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属 

する中間純利益 

百万円 百万円 百万円 

前回発表予想 (A) 37,500 6,700 4,000 

今回修正予想 (B) 43,000 7,700 4,800 

増減額(B-A) 5,500 1,000 800 

２.サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の処理）

 当行及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する 

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じるこ 

とにより算定しております。 

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月1日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。 

(3)追加情報

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。 
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(３) 継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

(４) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 

 

(５) 企業結合等関係  

  共通支配下の取引等 

子会社株式の追加取得 

 

１ 取引の概要 
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

株式会社百十四システムサービス（データ処理受託業務） 
株式会社百十四ディーシーカード（クレジットカード業務）  
株式会社西日本ジェーシービーカード（クレジットカード業務） 

(2)企業結合日 
平成28年４月１日  

(3)企業結合の法的形式 
非支配株主からの株式取得  

(4)結合後企業の名称 
変更ありません。 

(5)その他取引の概要に関する事項 
ガバナンスの強化及びグループ経営の強化を目的に、非支配株主が保有する株式の一部を取得 

したものであります。 
 

２ 実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基 
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）
に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。 

 

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 
取得の対価  現金預け金   1,145百万円 
取得原価           1,145百万円 

 
４ 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 
(1)資本剰余金の主な変動要因 

子会社株式の追加取得 
(2)非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

1,111 百万円 
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平成 29 年３月期第１四半期決算 補足説明資料 

 

１．平成 29 年３月期第１四半期累計期間の損益状況（単体） 

 

 

                                      （単位：百万円） 

 

前第１四半期 

累計期間（Ａ） 

(平成 27 年４月１日～ 

平成 27 年６月 30 日） 

当第１四半期 

累計期間（Ｂ） 

(平成28年４月１日～

平成 28年 6月 30 日）

前第１四半期 

累計期間比 

増減額 

(Ｂ) － (Ａ) 

前第１四半期 

累計期間比 

増減率 

(％) 

平成 29 年３月期

中間期予想 

経常収益  20,908 22,193 1,285 6.1 38,200 

コア業務粗利益 ①  15,628 16,307 679 4.3  

 資金利益  13,661 12,512 △1,149 △ 8.4  

 役務取引等利益  1,485 1,388 △   97 △ 6.5  

 その他業務利益(除く債券関係損益) 481 2,406 1,925 400.2  

経費 ②  9,297 9,318 21 0.2  

コア業務純益  ①－②  6,331 6,988 657 10.4  

債券関係損益 ③  1,927 △ 198 △2,125 －  

実質業務純益  ①－②＋③  8,258 6,790 △1,468 △ 17.8 7,900 

一般貸倒引当金繰入額 ④  54 △ 122 △ 176 －  

業務純益  ①－②＋③－④  8,204 6,913 △1,291 △ 15.7  

臨時損益   848 29 △  819 △ 96.6  

 

うち不良債権処理費用 ⑤  376 250 △ 126 △ 33.5  

うち償却債権取立益 ⑥  166 336 170 102.4  

うち株式等関係損益 ⑦  1,005 △ 78 △1,083 －  

経常利益  9,051 6,941 △2,110 △ 23.3 6,900 

特別損益  △  1 △  24 △   23 －  

法人税等合計  2,947 2,071 △  876 △ 29.7  

四半期純利益  6,102 4,846 △1,256 △ 20.6 4,600 
       

有価証券関係損益  ③＋⑦  2,933 △ 277 △3,210 －  

与信関係費用 ④＋⑤－⑥  264 △ 208 △  472 －  

 

 

 

当第１四半期累計期間の経常収益は、金融派生商品収益の増加によるその他業務収益の増加などによ

り、前第１四半期累計期間比 12 億 85 百万円増加して 221 億 93 百万円となりました。 

また、実質業務純益は、債券関係損益の減少などにより、前第１四半期累計期間比 14 億 68 百万円減

少して、67億 90 百万円となりました。 

経常利益は、実質業務純益及び株式等関係損益の減少などにより、前第１四半期累計期間比 21 億 10

百万円減少して、69 億 41 百万円となり、四半期純利益は、12 億 56 百万円減少して、48 億 46 百万円と

なりました。 
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２．預金等・預り資産の状況（単体） 

 

  （単位：億円） 【参 考】            （単位：億円） 

 
平成28年 
６月末 

平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

 

預 金 等 (注) 40,982 325 △ 273  40,657 41,255 

  個 人 23,445 26 213  23,419 23,232 

  法 人 15,484 238 △ 869  15,245 16,353 

  公 共 2,052 60 382  1,992 1,669 

（注）預金等とは、預金及び譲渡性預金であります。 

 

 （単位：億円）【参 考】            （単位：億円） 

 
平成28年 
６月末 

平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

 

預 り 資 産 3,498 △ 125 △ 7  3,624 3,506 

 公 共 債 473 △ 168 △ 32  642 506 

 投 資 信 託 1,145 △ 52 △ 19  1,198 1,164 

 個人年金保険（注） 1,443 58 9  1,385 1,434 

 金融商品仲介 435 37 34  398 401 

（注）個人年金保険は、有効契約の保険料残高を記載しております。 

 

３．貸出金の状況（単体） 

 

（単位：億円）【参 考】      （単位：億円） 

 
平成28年 
６月末 

 
平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

貸 出 金 27,228 392 △ 297  26,836 27,525 

 個人向け貸出金 5,191 236 35  4,954 5,156 

  うち住宅ローン 4,863 222 34  4,640 4,829 

 法人向け貸出金（注1） 19,084 223 △ 311  18,860 19,395 

 公共向け貸出金 2,952 △ 67 △ 21  3,020 2,973 

中小企業等貸出金（注2） 18,125 414 △ 352  17,711 18,477 

中小企業等貸出金比率 66.57% 0.58% △ 0.55%  65.99% 67.12% 

信用保証協会保証付貸出金 621 △ 85 △ 30  706 652 
 
 （注） １．法人向け貸出金には、個人事業主向け貸出金を含めております。 

 ２．中小企業等貸出金とは、中小企業及び個人向け貸出金であります。 

当第１四半期末の貸出金残高は、平成 27 年６月末比で、公共向け貸出金が減少しましたが、個人向け
及び法人向け貸出金の増加により、392 億円増加して、２兆 7,228 億円となりました。 

また、当第１四半期末の中小企業等貸出金残高は、平成 27 年６月末比 414 億円増加して、１兆 8,125
億円となりました。 

当第１四半期末の預金等残高は、平成 27 年６月末比で、個人、法人、公共預金の全てが増加したこと
により、325 億円増加して、４兆 982 億円となりました。 

また、当第１四半期末の預り資産残高は、平成 27 年６月末比で、個人年金保険及び金融商品仲介が増
加しましたが、公共債及び投資信託の減少により、125 億円減少して、3,498 億円となりました。 
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４．金融再生法開示債権の状況 (単体) 

 

 （単位：億円）【参 考】      （単位：億円） 

金融再生法開示債権 
平成28年 
６月末 

平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

 

破産更生債権及びこれらに準じる債権 60 △ 20 △ 3 80 63 

危 険 債 権 272 6 △ 4 266 276 

要 管 理 債 権 250 △ 58 6 308 244 

開 示 債 権 合 計 582 △ 72 △ 1 654 583 

総 与 信 残 高 27,594 392 △ 301 27,202 27,895 

開 示 債 権 比 率 2.11% △ 0.29% 0.02% 2.40% 2.09% 

  
 

  

308 292 244 250 

266 269 
276 272 

80 76 
63 60 

654 638 
583 582 

2.40 
2.30 

2.09 2.11 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

200

400

600

800

1,000

27/6末 27/9末 28/3末 28/6末

開⽰債権⽐率（％）債権残⾼（億円）

要管理債権 危険債権 破産更⽣等債権 開⽰債権⽐率

不良債権に対しては、担保及び貸倒引当金により適正かつ十分な対応を行っておりますが、より一層

の健全性の向上をはかるため、迅速な処理を進める一方、お取引先の経営改善支援にも積極的に取り組

んでおります。 

当第１四半期末の金融再生法開示債権は、平成28年３月末比１億円減少して582億円となりましたが、

総与信残高が平成 28 年３月末比 301 億円減少したことにより、総与信残高に占める開示債権比率は、平

成 28 年３月末比 0.02 ポイント上昇して、2.11%となりました。 
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５．時価のある有価証券の評価差額（単体） 

 
（単位：億円） 【参 考】               （単位：億円) 

  平成 28 年６月末  平成 27 年６月末 平成 28 年３月末 

  
時価 
 

評価差額 
( )内は平成 28 年３月末比 

 

 
時価 
 

評価差額 
 

時価 
 

評価差額 
 

     うち益 うち損    うち益 うち損   うち益 うち損 

その他有価証券 13,365 694 (△83) 895 200  14,405 1,086 1,139 52 14,116 778 904 126 

 株 式 1,239 425 (△88) 478 52  1,697 875 878 2 1,329 514 535 21 

 債 券 8,621 331 (  54) 331 0 
 
9,438 159 160 1 9,219 276 277 0 

 そ の 他 3,503 △ 62 (△50) 85 147 3,269 52 100 48 3,567△ 12 91 104 

（注） １．「その他有価証券」につきましては、時価評価しておりますので、評価差額は取得価額と時価

との差額を計上しております。 

 ２．「満期保有目的の債券」の保有残高はありません。 

 

  

20,235 
17,388 16,758 15,575 

0.455 0.350

△ 0.050
△ 0.230

△ 0.500

0.000

0.500

15,000

20,000

25,000
⻑期⾦利（％）⽇経平均株価（円）

【参考】⽇経平均株価と⻑期⾦利の推移
⽇経平均株価 ⻑期⾦利（新発10年物国債利回り）

⻑期⾦利

⽇経平均株価

当第１四半期末の「その他有価証券」の評価差額は、平成 28 年３月末比 83 億円減少して、694 億円
となりました。 

875
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176 276 331

52

△ 40 △ 12 △ 62

1,086 

779 778 694 

△ 200

300

800

1,300
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株式 債券 その他
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６．自己資本比率（国内基準） 

 

 

（１） 連結自己資本比率（国内基準） 

 （単位：億円）  【参 考】 （単位：億円） 

 
平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成28年 
６月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

 

①連結自己資本比率（②／③）(注1) 9.59% △ 0.72% △ 0.13% 10.31% 9.72% 

②連結における自己資本の額 2,410 △ 86 △ 55 2,497 2,466 

③リスク・アセットの額   (注 2) 25,122 919 △ 228 24,202 25,351 

④連結総所要自己資本額   1,004 36 △ 9 968 1,014 

 

（２） 単体自己資本比率（国内基準） 

 （単位：億円）  【参 考】 （単位：億円） 

 
平成27年 
６月末 

平成28年 
３月末 

平成28年 
６月末 

平成27年 
６月末比 

平成28年 
３月末比 

 

①自己資本比率（②／③）  (注1) 9.25% △ 0.70% △ 0.13% 9.95% 9.38% 

②単体における自己資本の額 2,302 △ 79 △ 52 2,382 2,355 

③リスク・アセットの額   (注 2) 24,882 938 △ 218 23,943 25,100 

④単体総所要自己資本額   995 37 △ 8 957 1,004 

（注） １．自己資本比率は、銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）

に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は国内基準を適用しております。 

 ２．信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出

においては粗利益配分手法を採用しております。 

 

平成 28 年６月末基準の連結自己資本比率（国内基準）は、平成 28 年３月末比 0.13%低下して、9.59%

となりました。 
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